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 (百万円未満切捨て)
1. 平成 23年６月期第１四半期の業績（平成 22 年７月１日～平成 22 年９月 30日） 
 (1) 経営成績(累計)  
 

 (％表示は、対前年同四半期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年6月期第１四半
期 80 △71.3 △51 ― △58 ― △60 ― 

22年6月期第１四半
期 

281 △62.6 △82 ― △87 ― △86 ― 

 

 １株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

23年6月期第１四半
期 △1,137. 17 ―  

22年6月期第１四半
期 

△1,729. 81 ―  

  
 (2) 財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年6月期第１四半
期 395 185 47.0 3,117. 82 

22年6月期 
 

487 200 41.2 3,992. 58  
(参考) 自己資本 23年6月期第１四半期 185百万円 22年6月期 200百万円

 

2. 配当の状況 
 

年間配当金 
 第１四半期

末 
第２四半期

末 
第３四半期

末 
期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年6月期 ―  0. 00 ―  0. 00 0. 00 
23年6月期 ―          

 年 月期(予想)   0. 00 ―  0. 00 0. 00 

(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 
 

 
 
 

 



3. 平成 23年 6 月期の業績予想（平成 22 年 7月 1日～平成 23年 6 月 30 日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累
計) 

440  △50  △55  △57  △957. 00 

通期 1,762  73  68  66  1,171. 74 

(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 無 

  
 
 
 
4. その他（詳細は、【添付資料】P. 「その他」をご覧ください。） 

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

(注) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 

(注) 「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財
務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年6月期第1四半期 59,899株 22年6月期 50,623株 

② 期末自己株式数 23年6月期第1四半期 338株 22年6月期 338株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年6月期第1四半期 52,806株 22年6月期  50,285株 

 

 

 
 
 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了して

いません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ

いては、四半期決算短信（添付資料）２ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 



○添付資料の目次 

 
1. 当四半期の業績等に関する定性的情報 ……………………………………………… 1 

(1) 経営成績に関する定性的情報 ……………………………………………………… 1 

(2) 財政状態に関する定性的情報 ……………………………………………………… 1 

(3) 業績予想に関する定性的情報 ……………………………………………………… 2 

2. その他の情報 …………………………………………………………………………… 3 

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………… 3 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………… 3 

(3) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 ……………………………………… 3 

3. 四半期財務諸表 ………………………………………………………………………… 4 

(1) 四半期貸借対照表 …………………………………………………………………… 4 

(2) 四半期損益計算書 …………………………………………………………………… 5 

【第１四半期累計期間】 ……………………………………………………………… 6 

(3) 四半期キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………… 6 

(4) 継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………… 7 

(5) セグメント情報 ……………………………………………………………………… 9 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ………………………………10 

 

 

 



1 

1. 当四半期の業績等に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、米国の継続的な信用不安などによる急激かつ継続的

なドル安の影響などにより、引き続き世界経済の減速による外需減退や国内需要の減退により、企

業業績は断続的に悪化し設備投資は抑制され、総体的な景気の回復の兆しは未だに見えない状況に

あります。 
当社の基軸事業のひとつである、半導体関連業界におきましても、その一部に回復傾向が伝えられ

ておりますが、設備投資抑制や生産調整の実施が継続されているなど、厳しい経営環境が続いてお

ります。 
当社は、半導体業界の投資動向に大きく依存して断続的に縮小しつつある既存の事業領域から、市

場の成長が見込まれる環境関連事業への進出を推し進めてまいりました。 
当事業年度から本格的な事業展開を計画しております LED 照明販売機器販売事業におきましては、

本年 9 月７日に日本エーエム株式会社との LED 照明機器販売事業の一部移管を含めた業務提携契約

の締結により本格的にスタートを切るとともに、早急に事業の確立のための展開をしておりますが、

同社からの事業移管が当初の予定時期より遅れたことなどに起因して事業展開が出遅れており、当

第１四半期会計期間におきましては代理店契約の整備・締結や商品群の再選定などの営業体制の構

築・整備作業を推進いたしましたが、本格的な受注活動は第２四半期以降へと持ち越されておりま

す。 
一方、既存事業におきましては、元来、下期偏重の販売計画に加えて低調な投資環境が重なり、取

引先の設備投資への姿勢は慎重を極め、事業年度当初に想定した保守的な水準を回復させるに至ら

ない会社設立以来の厳しい状況が続いております。 
また、当社では前述の外部環境の悪化並びに新規事業の確立にあたり、前事業年度より継続的に固

定費の圧縮に努めております。 
この結果、売上高 80,748 千円（前年同四半期比 71.3％減）、営業損失 51,698 千円（前年同四半

期は 82,265 千円の損失）、経常損失 58,142 千円（前年同四半期は 87,614 千円の損失）、四半期純

損失 60,048 千円（前年同四半期は 86,983 千円の損失）となりました。 
セグメント別業績は次のとおりであります。 

半導体事業 
半導体事業におきましては、世界的な不況に伴う消費低迷と生産・在庫調整が断続的に続き、当社

事業と直接的に結びつく電機・半導体並びに自動車業界における市況悪化から顧客サイドにおける

投資計画の凍結や先送りが顕著となる状況が続いております。一部装置においては堅調な動きがあ

るものの、全体的には市況悪化の影響下、売上台数を減少させ、期初の保守的な販売計画を覆す展

開には至らずに推移しております。 
その結果、売上高は 43,181 千円（前年同四半期比 84.6％減）となりました。 

  ＬＥＤ照明機器販売事業 
LED 照明機器販売事業におきましては、日本エーエム株式会社より販売代理店の移管を伴う業務

提携契約に基づいて順調にその移管作業が進み、事業体制が整いつつありますが、当第１四半期会

計期間におきましては、事業が始動したのが当該業務提携契約の締結された９月７日以降というこ

ともあり、本格的な受注活動は第２四半期以降へと持ち越されております。 
その結果、売上高は 37,567 千円（前年同四半期は実績なし）となりました。 

 
 
(2) 財政状態に関する定性的情報 

①資産の状況 
当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、256,537 千円（前事業年度末は 376,977 千

円）となり 120,439 千円の減少となりました。その主な要因は、半導体事業の大幅な売上減少に

伴う収入の減少などにより現金及び預金が 117,485 千円減少したこと、LED 照明機器販売事業の

開始に伴って売上債権が 29,510 千円増加したこと、また、当事業年度から始動した LED 照明機

器販売事業において仕入に係る前渡金の増加が 29,091 千円あったことなどによるものであります。 
また、当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、138,783 千円（前事業年度末は

110,654 千円）となり 28,129 千円の増加となりました。その主な要因は、LED 照明機器販売事業

の日本エーエム株式会社から販売代理店及び移籍従業員など事業ののれん代に伴う無形固定資産

の増加 25,000 千円などによるものであります。 
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この結果、当第１四半期会計期間末における総資産は 395,321 千円（前事業年度末は 487,631
千円）となりました。 

 
②負債の状況 

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、97,300 千円（前事業年度末は 149,834 千

円）となり 52,534 千円の減少となりました。その主な要因は、買掛金が 4,817 千円、１年内返済

予定の長期借入金が 5,038 千円、未払金が 3,549 千円減少したこと及び半導体事業売上の減少に

伴って前受金が 35,515 千円減少したこと等によるものであります。 
また、当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、112,320 千円（前事業年度末は

137,030 千円）となり 24,710 千円の減少となりました。その主な要因は、社債の償還に伴う減少

が 20,000 千円、長期借入金の減少が 4,710 千円あったことによるものであります。 
この結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は 209,620 千円（前事業年度末は

286,864 千円）となりました。 
 
③純資産の状況 

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、185,700 千円（前事業年度末は 200,766 千

円）となり 15,065 千円の減少となりました。その主な要因は、第三者割当増資により資本金及び資

本準備金がそれぞれ 22,494 千円増加した一方、当四半期純損失の計上により利益剰余金が 60,048
千円減少したことによるものであります。 
 
④キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度

末に比べ 108,485 千円減少し 46,173 千円となりました。なお、当第１四半期会計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果支出した資金は 95,755 千円となりました（前年同四半期は 108,082 千円の獲

得）。これは、税引前四半期純損失が 59,755 千円になるとともに、その他の資産の減少 28,999
千円による資金の増加などがあったものの、売上債権の増加 29,510 千円やその他の負債の減少

43,745 千円などによる資金の減少があったことによるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は 21,437 千円となりました（前年同四半期は 9,154 千円の支

出）。これは、主にのれんの取得による支出 25,000 千円及び無形固定資産の取得による支出

3,600 千円があったことによるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は 15,240 千円となりました（前年同四半期は 66,998 千円の支

出）。これは、株式の発行による収入 44,988 千円により資金が増加する一方で、社債の償還に

よる支出 20,000 千円及び長期借入金の返済による支出 9,748 千円があったことによるものであ

ります。 
 
 
(3) 業績予想に関する定性的情報 

平成 23 年 6 月期の第 2 四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、現時点では、平成

22 年 9 月 21 日に公表いたしました業績予想に変更はございません。 
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2. その他の情報 

(1) 簡便な会計処理の概要 

①棚卸資産の評価方法 
  当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 
また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売

却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 
 
②固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。 
 

 
(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 
当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平

成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 
これによる影響額はありません。 

 
 
(3) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、前事業年度において営業損失 390,421 千円、経常損失 408,842 千円及び当期純損失

437,424 千円を計上したことに引き続いて、当第１四半期会計期間においても営業損失 51,698 千円、

経常損失 58,142 千円及び四半期純損失 60,048 千円を計上しており、継続企業の前提に関して重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
当社では、当該事象を解消すべく、平成 22 年 9 月より刷新した新経営体制のもとで中期経営計画

を策定し、営業組織改革を始めるとともに、徹底した固定費削減プランを実施し、さらに半導体事

業に大きく依存した事業構造から LED 照明等の環境関連を主体とした新しい事業領域への進出を目

指してビジネスモデルの再構築に邁進しております。 
今後は、引き続き徹底したマーケティングと戦略的営業活動を推進することにより、継続的に安

定した経営を維持するための強固な収益力を確立し、財務体質の健全化を図ってまいる所存でありま

す。 
 

  



１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年６月30日)
資産の部
　流動資産
　　現金及び預金                      46,173                     163,658
　　売掛金                      59,390                      29,880
　　商品                       3,991                       4,376
　　仕掛品                          90                         181
　　原材料及び貯蔵品                       6,225                       9,257
　　未収入金                      93,531                     152,762
　　前渡金                      34,890                       5,798
　　その他                      12,244                      11,061
　　流動資産合計                     256,537                     376,977
　固定資産
　　有形固定資産                      11,958                      12,760
　　無形固定資産                      30,994                       3,208
　　投資その他の資産
　　　関係会社株式                      12,761                      12,761
　　　長期定期預金                      50,000                      50,000
　　　その他                      33,069                      31,923
　　　投資その他の資産合計                      95,830                      94,685
　　固定資産合計                     138,783                     110,654
　資産合計                     395,321                     487,631
負債の部
　流動負債
　　買掛金                      11,995                      16,812
　　1年内返済予定の長期借入金                      18,840                      23,878
　　1年内償還予定の社債                      40,000                      40,000
　　未払金                      10,283                      13,833
　　未払法人税等                         787                         986
　　製品保証引当金                         752                       3,301
　　その他                      14,641                      51,022
　　流動負債合計                      97,300                     149,834
　固定負債
　　社債                     100,000                     120,000
　　長期借入金                      12,320                      17,030
　　固定負債合計                     112,320                     137,030
　負債合計                     209,620                     286,864
純資産の部
　株主資本
　　資本金                     171,549                     149,055
　　資本剰余金                     816,005                     793,510
　　利益剰余金                   △765,661                   △705,612
　　自己株式                    △36,225                    △36,225
　　株主資本合計                     185,668                     200,728
　評価・換算差額等
　　その他有価証券評価差額金                          32                          37
　　評価・換算差額等合計                          32                          37
　純資産合計                     185,700                     200,766
負債純資産合計                     395,321                     487,631
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　(2)【四半期損益計算書】
　　【第１四半期累計期間】

（単位：千円）
前第１四半期累計期間
(自 平成21年７月１日

　至 平成21年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年７月１日

　至 平成22年９月30日)
売上高 281,038 80,748                     
売上原価 266,345 65,896                     
売上総利益 14,693 14,852                     
販売費及び一般管理費 96,958 66,550                     
営業損失（△） △82,265 △51,698                   
営業外収益
　受取利息 140 78                         
　受取賃貸料 1,584 1,306                      
　その他 2 502                        
　営業外収益合計 1,727 1,888                      
営業外費用
　支払利息 3,000 737                        
　為替差損 2,545 7,106                      
　その他 1,529 488                        
　営業外費用合計 7,076 8,332                      
経常損失（△） △87,614 △58,142                   
特別利益
　貸倒引当金戻入額 646 -                          
　特別利益合計 646 -                          
特別損失
　事業整理損 - 1,612                      
　特別損失合計 - 1,612                      
税引前四半期純損失（△） △86,967 △59,755                   
法人税、住民税及び事業税 15 293                        
法人税等合計 15 293                        
四半期純損失（△） △86,983 △60,048                   
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　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成21年７月１日

　至 平成21年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年７月１日

　至 平成22年９月30日)
営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前四半期純損失（△）                    △86,967 △59,755                   
　減価償却費                       2,007 1,199                      
　のれん償却額                           - 416                        
　長期前払費用の増減額（△は増加）                         △9 85                         
　賞与引当金の増減額（△は減少）                           - 601                        
　製品保証引当金の増減額（△は減少）                     △2,379 △2,548                    
　貸倒引当金の増減額（△は減少）                       △646 -                          
　受取利息                       △140 △78                       
　為替差損益（△は益）                         789 6,532                      
　支払利息                       3,000 737                        
　売上債権の増減額（△は増加）                      66,565 △29,510                   
　たな卸資産の増減額（△は増加）                      25,295 3,507                      
　その他の資産の増減額（△は増加）                      62,502 28,999                     
　仕入債務の増減額（△は減少）                    △87,530 △4,817                    
　未払費用の増減額（△は減少）                     △8,913 4,220                      
　その他の負債の増減額（△は減少）                     139,815 △43,745                   
　その他                       △917 -                          
　小計                     112,470 △94,156                   
　利息及び配当金の受取額                          76 36                         
　利息の支払額                     △3,556 △1,269                    
　法人税等の支払額                       △908 △365                      
　営業活動によるキャッシュ・フロー                     108,082 △95,755                   
投資活動によるキャッシュ・フロー
　定期預金の預入による支出                    △10,000 -                          
　定期預金の払戻による収入                           - 9,000                      
　有形固定資産の取得による支出                       △192 -                          
　有形固定資産の売却による収入                       1,037 -                          
　無形固定資産の取得による支出                           - △3,600                    
　のれんの取得による支出                           - △25,000                   
　投資有価証券の取得による支出                           - △100                      
　差入保証金の支出                           - △1,737                    
　投資活動によるキャッシュ・フロー                     △9,154                    △21,437
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）                    △27,000 -                          
　長期借入金の返済による支出                    △19,998 △9,748                    
　社債の償還による支出                    △20,000 △20,000                   
　株式の発行による収入                           - 44,988                     
　財務活動によるキャッシュ・フロー                    △66,998 15,240                     
現金及び現金同等物に係る換算差額                       △789 △6,532                    
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）                      31,139 △108,485                  
現金及び現金同等物の期首残高                     399,373 154,658                    
現金及び現金同等物の四半期末残高                     430,513 46,173                     
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

   当第 1 四半期会計期間（自 平成 22 年 7 月 1 日 至 平成 22 年 9 月 30 日） 
当社は、前事業年度において営業損失 390,421 千円、経常損失 408,842 千円及び当期純損失

437,424 千円を計上したことに引き続いて、当第１四半期会計期間においても営業損失 51,698 千円、

経常損失 58,142 千円及び四半期純損失 60,048 千円を計上しております。当該状況により、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
当社は、当該状況を解消すべく平成 22 年 9 月に「中期経営計画」を策定し、以下の施策に取り

組んでおります。 
①「中期経営計画」の実行 
（ⅰ）経営体制及び営業体制の刷新 

当社は、ベンチャー企業の精神に立ち返って、平成 21 年 7 月に就任した代表取締役のもと、

平成 22 年 9 月に新たに選任した取締役 2 名とともに、トップマネジメントの経営意思決定を

迅速に実行するための経営体制を再構築してまいります。 
（ⅱ）LED 照明販売事業の展開 

当社は、平成 21 年 12 月に日本エーエム株式会社との間で LED 照明販売事業の業務提携の

基本契約を締結しておりましたが、平成 22 年 9 月 7 日に同社の販売代理店の承継等の提携関

係の強化契約を締結し、本格的に LED 照明販売事業を推進してまいります。 
（ⅲ）優良な LED 照明商品の開拓 

当社は、日進月歩する LED 照明商品に対し常に最適な提案ができる体制創りをするために、

当社の既存の情報収集ルート等を活用し、仕入ルートの開拓や優良商品の確保等を図ってま

いります。 
（ⅳ）関連分野への積極的な進出 

当社は、LED 照明販売事業にとどまらず、環境に関連する提案型のビジネススキームを構

築し、積極的に事業提携等を行ってまいります。 
② 半導体事業の再構築 

当社が設立以来展開してまいりました半導体事業は、業界の低迷の長期化や当社の個別事情に

より複数のプロダクトが終了いたしましたが、今後は当社が構築してきた事業ノウハウをもとに、

回復しつつある市場ニーズに対応した新たなプロダクトを獲得すべく、半導体事業の再構築を行

ってまいります。 
③コストの削減 

本社事務所の移転による賃料の削減や不採算事業の縮小に伴う人員の削減等により、固定費を

圧縮して収益力を高めてまいります。 
④財務基盤の強化 

今後返済期日を迎える有利子負債については、引受先金融機関と緊密な関係を維持し、支援継

続に向けての協議を進めてまいります。また、引き続き第三者割当増資の実行に向け、投資家と

の交渉を継続し、自己資本の充実を図る所存であります。 
 
 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画が達成されない場合は、資金不足に陥る可

能性があるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 
四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
 当第１四半期会計期間 

(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 
会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当第１四半期会計期間より、「資産除却債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21
号 平成20年3月31日）を適用しております。 
 

企業結合に関する会計基準等の適用  当第１四半期会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年
12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

7号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成20年12月26日）を適用しております。 
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(5) セグメント情報 

   当第 1 四半期会計期間（自 平成 22 年 7 月 1 日 至 平成 22 年 9 月 30 日） 
１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 
当社は、本社に取扱い製品別の事業本部を置き、各事業部門は取扱う製品について国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 
従って、当社は事業部門を基礎とした取扱い製品別セグメントから構成されており、「半導体事

業」及び「LED 照明機器販売事業」の２つを報告セグメントとしております。 
「半導体事業」は、半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販売や中古半

導体製造装置をリファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせた据付け

調整、動作確認、立上げの実施、デバイスの試作や設計等に係るソフトウェアの販売・保守などを

行っております。 
「LED 照明機器販売事業」は LED 照明機器の販売を行っております。 

 
２．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

当第 1 四半期会計期間（自 平成 22 年 7 月 1 日 至 平成 22 年 9 月 30 日） 
 （単位：千円） 

報告セグメント  
半導体事業 LED 照明機器 

販売事業 
合計 

売上高 
外部顧客に対する売上高 
 
セグメント間の内部売上高

又は振替高 

 
43,181 

 
― 

 

 
37,567 

 
― 

 

 
80,748 

 
― 

 
計 43,181 37,567 80,748 

セグメント損失（△） △15,430 △36,268 △51,698 
（注）セグメント損失は、四半期営業損失と一致しております。 
   

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
   当第 1 四半期会計期間（自 平成 22 年 7 月 1 日 至 平成 22 年 9 月 30 日） 
 （固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 
  
 （のれんの金額の重要な変動） 

「LED 照明機器販売事業」セグメントにおいて、日本エーエム株式会社から LES 照明機器販売

事業の一部譲受を行っております。 
なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第 1 四半期会計期間においては 25,000 千円であり

ます。 
 
 

（追加情報） 
当第 1 四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17

号 平成 21 年 3 月 27 日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 20 号 平成 20 年 3 月 21 日）を適用しております。 
 



10 

 
(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    
   当第 1 四半期会計期間（自 平成 22 年 7 月 1 日 至 平成 22 年 9 月 30 日） 
   当社は、平成 22 年 9 月 6 日付で、株式会社デジアイズ、株式会社テラオカ、株式会社洸陽電機か

ら第三者割当増資の払込みを受けました。 
この結果、当第 1 四半期会計期間において資本金が 22,494 千円、資本準備金が 22,494 千円増加

し、当第 1 四半期期末において資本金が 171,549 千円、資本剰余金が 816,005 千円となっておりま

す。 
 
  




